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菅谷小に２つ。志賀小に１つ。七郷小に１つ。 

学校の中にあり、安心できます。 

◆ 町が設置して父母が運営します。 
町・県・国の補助金と父母の保育料で、

父母会が会計も含めて運営します。 
◆ 26 年度の町補助金額は総額 2668 万円。 
 
文教厚生委員会で調査しました。 

●各学童保育の運営は、毎年、会長・会計な

どの役員が交代して行われます。 
●各学童によって保育料が異なります。 
 A 学童保育の父母 2 人が働いている子の保

育料は、B 学童保育の一人親家庭の保育料

よりも低額です。 
 
 
 
 
 
◎各学童保育の指導員の給与と社会保障はま

ちまちで、家族を扶養するには低額です。 

指導員には長く働いてもらって、安心できる

学童保育にしたいですね。 

◎私は４つの学童の保育料と指導員給与と社

会保障は統一すべきだと思います。 

◎学童の保育料は、所得に応じた負担にしたほ

うが公平です。 

◎現在、４つの学童がそれぞれの父母会で運

営していますが、保育料や指導員給与の決

定は,町と協議して共同で統一的に行えるよ

うにしたほうがいいと考えるのですが？？ 

 

 

消滅可能性のある自治体 896 自治体（・・・・入っています）どう乗り越えるか。 

                                   子ども医療費・教材費などの学年費補助・は嵐山町が努力しているよい制度です。 

もう一歩！子ども医療費窓口払いを廃止・教材費など学年費も子育て支援として補助を。 
※ ８市町のうち、嵐山町は現金がないと受診できないので、所得の少ない家庭の子は辛いですね。 

  身体不調の早期発見・早期治療は所得の少ない家庭の子どもには難しくなりますね。 

 

嵐山町人口推移と将来予測
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● 左のグラフは、嵐山町人口推移と国立社会保障・人

口問題研究所、日本創世会議の発表した人口予測です。 
● 2000 年の人口 19816 人を頂点にして、過去・未来

とも低く広がっていきます。 
● 本年の 2014 年の人口は、18294 人で、2015 年の

将来予測の 18458 人よりも、160 人減少していま

す。日本創世会議は人口の転入転出がない場合

2040 年は 14272 人ですが、転入・転出があるので

12697 人と予測しています。 
● 嵐山町は子どもを出産する年齢の女性 20～39 才は

2010 年 2211 人。58％減少し、2040 年は 927 人。 
子どもを産む人が減り続け、消滅可能性自治体です。 

50・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・を決めたいですね。 

 東京への流れを変えるために転入した人の 

センスを参考にすることも大切です。 

➊若い人が町外に転出しない、戻ってきて、嵐山町で

結婚し、生活できる若い人に魅力的な町にする。 

               

 

★子育てでは、地元で生まれ育った人は地域の親戚関

係・祖父母に頼ることができます・転入した人は、祖父母

に頼るのは難しく、子育ての受け止め方に差があります。 
 
★介護では、地元の人は子どもに頼ることが多そうです。 

転入した人は親しい近隣関係で助け合いからです。 

 

働く人が半減する

中で税金等の総額 

公共施設・道路・ 

下水道 ・水道の維

持と保守点検費用 

       50年間の長い期間で 

  

支出が入ってくる税金より多くならないように

必要な公共施設や学校などの見直しで縮小す

る計画をつくり消滅しないようにしたいですね。 

 
➋同時に高齢者が一人でも生活できる町にする  

嵐山町の人口構造(1970～2014）
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子どもの貧困・厳しい生活の家庭が増えました 

小中学生数と就学援助者数
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　　　　就学援助の子ども数
人

H25年度一人あたり子ども医療費

17416円
20528円21223円21384円21597円22328円

24747円25529円

◎滑川町 ◎東松山市 ◎川島町 ◎吉見町 ◎鳩山町 ◎小川町 ◎ときがわ町 ○嵐山町

◎は窓口払いなし　○は窓口払いあり

※滑川町は１８才まで
　他の７市町は１５才まで

 


